
 研究開発投資を通じたイノベーションは、社会課題を成長のエンジンへと転換するために不可欠。しかしながら、
日本の研究開発投資の伸び率は他の主要国に比して低い。また、スタートアップとのオープンイノベーションや
博士号取得者などの高度研究人材の活用も欧米に比して十分に進んでいない状況。

 そのため、民間の研究開発投資の維持・拡大を促し、メリハリの効いたインセンティブをより多くの企業に働か
せるため、一般型を見直す（①②）とともに、スタートアップとの共同研究や高度研究人材の活用を促進する
ため、オープンイノベーション型の見直し（③④）を行う。さらに、デジタル化への対応やより質の高い試験研
究を後押しする観点から、試験研究費の範囲を見直す（⑤⑥）。

一般型
法人税額
の25％まで

法人税額
の5%まで

法人税額
の10%まで 上乗措置※

コロナ特例※

オープン
イノベーション型

法人税額
の10%まで

現行制度

一般型

上乗措置※

オープン
イノベーション型

見直し後
試験研究費割合
10%超の場合※

一般型

変動部分※

基本形

①控除上限の見直し ②控除率の見直し

高い方
を適用

法人税額20-30％まで

一般型の控除率カーブの傾きを大きくし、試験研究費の増減に応じたイ
ンセンティブがより効果的に働くような仕組みにする。

③スタートアップの定義の見直し

④高度研究人材の活用を促す措置の創設

ビッグデータやAI等を活用したサービス開発において、データの収集だけでなく、「既存データ」を利活用する場合も税制の対象に追加する。その一方で、性能向
上を目的としない「デザインの設計・試作」については税制の対象外とするなど、試験研究費の定義の見直しを行う。

経済産業大臣の認定を受けたファンドからの出資を受けているなどの要
件を撤廃し、設立15年未満、売上高研究開発費割合10%以上等の
要件を満たす全てのスタートアップに定義を拡大。

博士号取得者や外部研究者を雇用した場合の人件費（工業化研究
を除く）について、オープンイノベーション型の中で一般型よりも高い控除
率で税額控除できる仕組みを創設。

試験研究費の範囲の見直し（⑤サービス開発、⑥デザインの設計・試作）

研究開発税制の延長及び拡充（所得税・法人税）
拡充・延長

※時限措置
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④高度研究人材の活用�
 質の高い研究開発を促進し、革新的なイノベーションを生み出す観点から、研究開発税制におけるオープンイ

ノベーション型の類型の一つとして、「博士号取得者」及び「外部研究者」を雇用した場合に係る人件費
（工業化研究を除く）の試験研究を行う者の人件費に占める割合を対前年度比で３％以上増加する場
合、これらの人件費の20%を税額控除できる制度を新たに創設。
※なお、オープンイノベーション型とは、大学やスタートアップ等と共同研究等を行う場合に、一般型よりも高い控除率が適用さ

れる制度。（控除率：一般型１～14％、 オープンイノベーション型20～30％）

対象となる試験研究費 相手方 税額控除率

共同試験研究
・

委託試験研究

大学・特別研究機関 30％

スタートアップ等 25％

民間企業、技術研究組合 20％

知的財産権の使用料 中小企業者 20％

希少疾病用医薬品・特定用途医薬品等に関する試験研究 20％

高度研究人材の活用に関する試験研究（創設） 20%

以下の（１）及び（２）の要件を満たす場合に適用
（１）次のA÷Bが対前年度比で３％以上増加していること

A：①又は②の研究者の人件費（工業化研究を除く）
①博士号を授与されて5年を経過しない者
②他の事業者で10年以上研究業務に従事した者（雇用から５年を経過しない）

B：試験研究を行う者の人件費
（２）研究内容が社内外に広く公募されたもの等であること

＜オープンイノベーション型の類型＞
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 博士人材は、就職先を選ぶ際、研究テーマとの関連性の高さや仕事の満足度の高さ
を重視しており、これらの要素はスタートアップと親和性がある。

 研究開発型スタートアップ等が提示するニーズに対して、自身の研究シーズを生かして
共同研究等の実施を希望する大学等の若手研究者（博士人材）に支援する本事
業は、博士人材とスタートアップ企業との相互理解の契機となり、博士人材のスタート
アップにおける活躍の推進策になりえる。

実用化に向けた目的
指向型の創造的な基
礎～応用研究を行う
若手研究者の研究
シーズ

短期、高収益、鋭
利な研究開発力の
向上ニーズ

大学等 スタートアップ等マッチングサポート

スタートアップが提示したニーズ
に合わせた研究シーズの課題克服
を伴走支援し、共同研究まで橋渡
し大学等の若手研究者 マッチングサポートフェーズ

事業全体概念図

共同研究等

スタートアップのニーズを提示し、若手研究者の研究シーズをマッチン
グ

マッチングサポート機関※による伴走支援

大学等

￥
スタートアップ

マッチング

ニーズ

■助成金交付先：若手研究者（主任研究者、登録研究員）が所属する大学等
■助成金の額：1テーマあたり2,000万円以内/年
■助成期間：1年間

研究開発型
スタートアップ

若手研究者によるスタートアップ課題解決支援事業
【令和4年度補正 １０億円】

NEDO/
AMED
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意 識

始動 Next Innovator 研究開発型ベンチャー支援事業

創業者向け低利融資
中小機構の出資

日本スタートアップ大賞

エンジェル税制

ストックオプション税制

スタートアップ支援策の全体像
起 業 事 業 化 成 長

スタートアップビザ

ロールモデルとなるような、インパ
クトのある新事業を創出したベ
ンチャー企業等を表彰

次世代のイノベーションを担う人材をシリコ
ンバレーに派遣

認定したVC等から出資を受ける研究開発型ベン
チャー企業等に対し、事業化に係る費用などを補助

新たに事業を始める者、創業初期の会社に対する
融資

創業初期の会社に投資する個人に対する優遇税
制

「グレーゾーン解消制度」、「新事業特例制度」、「サンドボックス制度」による事業化支援

地方公共団体から起業支援を受ける外
国人起業家に対し、最長１年間の入
国・在留を認める制度

成長性・革新性を有するベンチャー企業や
民間ベンチャーファンドへの出資

産業革新機構の出資

中小企業・ベンチャー企業を支援するファ
ンドに出資

ストックオプション税制の優遇について、
社外の人材に対象を拡大

起業家活動調査
起業活動に関する意識調査を
実施

未踏事業
突出した才能を持つITクリエータや、産業
界を牽引・リードするIT等のトップ人材を
発掘・育成

J-Startup Conference
グローバルアクセラレーションハブ各種施策の優遇

J-Startup Supportersによる支援

ベンチャー投資ガイドライン
ベンチャー投資の発展のため、組合契約例
及び主たる留意事項についてとりまとめ

オープンイノベーション促進税制
大企業からスタートアップに対する投資を促進し、スタートアップの成長を促す

起業家教育
高等学校等における、起業家
教育モデル事業の実施や、起
業家を呼んだ出前授業の普及

スタートアップ・エコシステム拠点都市

規制改革に関する制度
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産業界における博士人材の処遇向上に関する調査（今年度実施）
 どのような処遇の下であれば、博士人材がその能力を十分に発揮できるのかについてのモデルが
示されていないのが現状。

 また、「処遇」の内容は、給与のみならず、任せる役職や職務内容、キャリアパス等も含めた総合
的な職場環境として捉える必要がある

 本調査では、国内外の博士人材の活用事例を詳細に調査し、博士人材の適正な処遇に係る
事例集を策定するとともに、我が国の産業界に対し、博士人材の処遇向上に係る具体的な取組
を促す

＜調査の詳細＞
①海外企業における博士人材の活躍状況事例調査 と ②国内企業における博士人材の活躍状況事例調査

【調査対象】 ①米国、欧州やアジア等の事例を含む12～15社程度（複数の企業規模、業種・業界や職種等）
②12～15社程度で、①の海外企業と要素（企業規模、業種・業界や職種等）を揃える

【調査方法】 ●高度専門人材が、他と区別した条件で処遇されている企業の具体的事例を調査
●採用時の条件（役職（職種）や初任給の違い）、採用後の給与、昇進、役職、職務内容、キャリアパス等を

詳細に調査
●その「処遇」を可能にしている当該国の背景事情（雇用慣行等）や当該業種の特徴、当該社の企業風土等に

ついても参考情報として調査

経済産業省職員の名刺への明記
博士号を保有している経済産業省職員の名刺に「博士」「Ph.D」等と記載することを省内に周知
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①トップ層の若手研究者の個人支援

③RA（ﾘｻｰﾁ･ｱｼｽﾀﾝﾄ）経費の適正化

②所属大学を通じた機関支援

博士課程学生支援の施策体系（３つの柱）

適正な対価の支払いを当たり前に！ 博士人材の多様な活躍に向けて、経済的
支援とキャリアパス整備を一体的に実施

【主な取組】

以下①、②を一体的に運用
令和５年度予算額（案） : 36億円
令和３年度補正予算額 : 347億円
（科学技術振興機構（JST）創発的研究推進基金）

支援額：180万円以上+研究費50万円

①大学フェローシップ創設事業
採択大学数：46大学

②次世代研究者挑戦的研究プログラム
（SPRING）

採択件数：59件（61大学）

令和５年度支援規模：①＋②合わせて約9,000人

【主な取組】 創発的研究支援事業
（博士課程学生等へのRA支援充実）

支援額：最大240万円（RAとしての労働対価）
支援規模：令和2、3、4年度の採択課題に対し

約800人分のRA支援経費を措置
令和３年度補正予算額：53億円

（科学技術振興機構（JST）創発的研究推進基金）

【主な取組】 特別研究員事業（DC）
支援額：240万円（＋科研費最大150万円応募可能 ）
支援規模：約4,200人
令和５年度予算額（案）：104億円

（日本学術振興会（JSPS）の運営費交付金の内数）

【参考】第６期科学技術・イノベーション基本計画
2025年度までに、生活費相当額（年180万円以上）を受給する博士後期課程学生を従来の３倍（約22,500人）に増加

※競争的研究費等からの、適切な水準でのRA経費の支給を推進

トップ研究者への登竜門として支援を充実
※科研費の基金化等により研究活動の充実を図る

(R5予算案：約1,000人増)
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○ 博士後期課程学生は、我が国の科学技術・イノベーションの一翼を担う存在であるが、近年、「博士課程に進学すると生活の経済的見通しが立たない」「博士課程修
了後の就職が心配である」等の理由により、修士課程から博士後期課程への進学者数・進学率は減少傾向にある。

○ このため、①優秀な志ある博士後期課程学生への経済的支援を強化し処遇向上を図るとともに、②博士人材が幅広く活躍するための多様なキャリアパスの整備を
進めることが急務。

背景・課題

博士後期課程学生の処遇向上と研究環境確保

【第６期科学技術・イノベーション基本計画（令和３年３月26日閣議決定） 抜粋】
優秀な博士後期課程学生の処遇向上に向けて、2025年度までに、生活費相当額を受給する博士後期課程学生を従来の3倍に増加

【事業概要】
優秀で志のある博士後期課程学生が研究に専念するための経済的支援（生活費相当額及び研究費）及び博士人材が産業界等を含め幅広く活躍するためのキャリア
パス整備（企業での研究インターンシップ等）を一体として行う実力と意欲のある大学を支援する。
※「科学技術イノベーション創出に向けた大学フェローシップ創設事業」及び「次世代研究者挑戦的研究プログラム（SPRING）」を一体的に運用し、令和５年度は全体
で約9,000人（令和４年度より約1,000人増）の博士後期課程学生の支援を行う。（前年度も支援を受けていた学生を含め、約7,000人を新規採択）

※令和５年度は、上記２事業の一体化を進め、「科学技術イノベーション創出に向けた大学フェローシップ創設事業」におけるキャリアパス整備に係る支援を充実。

【支援内容】
①優秀な博士後期課程学生への経済的支援
優秀な博士後期課程学生を選抜。学生が研究に専念できるよう、生活費相当額（年間180万円以上）
及び研究費からなる経済的支援を実施。
②博士人材のキャリアパス整備
高度な研究力を有する博士人材が多様な分野で活躍できるよう、企業での研究インターンシップや海外研鑚
機会の提供、マネジメントなどのスキル形成等の取組を実施。

事業概要

令和5年度予算額（案） 3,601百万円
（前年度予算額 3,368百万円）

【支援規模等】
支援対象：国公私立大学（JSTによる助成事業）
支援人数：約9,000人/年（博士後期課程学生1年（秋入学を含む）、2年、3年、4年（4年制のみ）の合計）

（令和４年度より約1,000人増）
支援単価：博士学生１人当たり、生活費相当額180万円以上＋研究費
事業期間：令和3年度より支援開始。終了時期は、学生への支援の安定性に留意しつつ、各大学の取組状況や

大学ファンドの運用益による支援策の検討状況等を踏まえ判断。

【支援スキーム】

国

国立研究開発法人
科学技術振興機構（JST）

大学

助成等

創発的研究推進基金
補助金（定額）

①経済的
支援

②キャリア
パス整備

博士後期
課程学生

※あわせて、「創発的研究支援事業」により、研究者をリサーチ・アシスタント（RA）として支える博士課程学生等に対する支援を実施
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取組事例：京都工芸繊維大学



取組事例：熊本大学
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キャリアパス整備に関する取組事例：九州大学
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